
平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 24日

上   場   会   社   名     大建工業株式会社 上場取引所 東 大

コード番号    7905 本社所在都道府県

  (URL  http://www.daiken.jp/) 富山県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役

　　　　　　  氏　　        名　　　　藤井　克巳 TEL (06) 6452 - 6345
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 24日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有 (1単元　1,000株）

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績 （注）金額は百万円未満を四捨五入して表示しています。

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 173,255 △ 5.2 2,332 △ 28.0 2,904 △ 33.0
13年  3月期 182,763 △ 1.3 3,238 △ 22.3 4,337 2.1

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 908 - 6.94 - 1.9 1.9 1.7
13年  3月期 △ 7,857 - △ 59.69 - △ 14.8 2.6 2.4

(注)①期中平均株式数 14年  3月期   130,873,787 株　　　13年  3月期   131,633,947 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 7.50 3.75 3.75 982 108.1 2.1
13年  3月期 7.50 3.75 3.75 983 - 2.0

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 150,229 47,413 31.6 362.29
13年  3月期 169,711 48,293 28.5 369.00
(注)①期末発行済株式数　14年  3月期    　130,870,759 株　13年  3月期    　130,875,094 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期          　4,460 株　13年  3月期            　125 株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 89,000 1,500 600 3.75 － －
通　　期 178,000 3,000 1,500 － 3.75 7.50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                 11円   46銭

※　業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は

　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

　　上記業績予想に関連する事項につきましては、連結添付資料の５ページをご参照ください。
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１０．財務諸表等 
 
（１）貸借対照表 
 

（単位：百万円） 
第８５期 第８６期 増 減 

（平成１３年３月３１日） （平成１４年３月３１日） （△印減） 
期 別 

 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 
（資産の部）  ％  ％

Ⅰ 流動資産   

 １．現金及び預金  ８，６０２ ６，３９２ △ ２，２１０

 ２．受取手形  ２１，８２４ ９，４９４ △ １２，３３０

 ３．売掛金  ２８，７７８ ２７，２６４ △ １，５１４

 ４．有価証券  ２，９００ ― △ ２，９００

 ５．棚卸資産  ２５，７３３ ２６，６７４ ９４１

 ６．短期貸付金  ４，９５８ ４，１６６ △ ７９２

 ７．繰延税金資産  １，８１５ １，１８８ △ ６２７

８．その他  ２，１７０ ３，９５８ １，７８８

貸倒引当金  △ １９６ △ １３３ ６３

流動資産合計  ９６，５８４ 56.9 ７９，００３ 52.6 △ １７，５８１

   

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1)建物  ８，３８３ ７，４３８ △ ９４５

(2)機械及び装置  １２，４１６ ８，０６３ △ ４，３５３

(3)土地  １０，３４０ ９，８１４ △ ５２６

(4)建設仮勘定  ４９１ ３９３ △ ９８

(5)その他  ２，１９１ ２，２６３ ７２

    小計  ３３，８２１ ２７，９７１ △ ５，８５０

 ２．無形固定資産   

  (1)ソフトウェア  ３１０ ４４７ １３７

  (2)その他  １０９ １０１ △ ８

    小計  ４１９ ５４８ １２９

 ３．投資その他の資産   

  (1)投資有価証券  １４，９０３ １４，５１９ △ ３８４

  (2)長期貸付金  １９，０６１ ２５，４５７ ６，３９６

(3)繰延税金資産  ５，３７０ ５，６９２ ３２２

(4)その他  ３，４３３ ３，３７０ △ ６３

   貸倒引当金  △ ３，８８０ △ ６，３３１ △ ２，４５１

  小計  ３８，８８７ ４２，７０７ ３，８２０

  固定資産合計  ７３，１２７ 43.1 ７１，２２６ 47.4 △ １，９０１

  資産合計  １６９，７１１ 100.0 １５０，２２９ 100.0 △ １９，４８２
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（単位：百万円） 

第８５期 第８６期 増 減 
（平成１３年３月３１日） （平成１４年３月３１日） （△印減） 

期 別 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 
（負債の部）  ％  ％

Ⅰ 流動負債   

 １．支払手形  ２１，４４４ ２０，１４８ △ １，２９６

 ２．買掛金  １７，７８２ １６，１６９ △ １，６１３

 ３．一年以内に償還予定の  
   転換社債  

１，２５４ ― △ １，２５４

 ４．短期借入金  ２０，５６４ ２２，７７４ ２，２１０

 ５．未払金  ２２，３４３ １７，６１１ △ ４，７３２

 ６．未払法人税等  ７９ ７８ △ １

７．賞与引当金  １，６１４ １，０８４ △ ５３０

８．繰延ヘッジ利益  ６３３ ９２５ ２９２

９．その他  ２，７４７ ３，３２３ ５７６

流動負債合計  ８８，４６０ 52.1 ８２，１１２ 54.6 △ ６，３４８

   

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金  ２５，３０９ １６，３６６ △ ８，９４３

２．退職給付引当金  ４，５１１ ３，７０７ △ ８０４

 ３．債務保証損失引当金  ２，５００ ― △ ２，５００

４．その他  ６３８ ６３１ △ ７

固定負債合計  ３２，９５８ 19.4 ２０，７０４ 13.8 △ １２，２５４

負債合計  １２１，４１８ 71.5 １０２，８１６ 68.4 △ １８，６０２

   

（資本の部）   

Ⅰ 資本金  １３，１５０ 7.7 １３，１５０ 8.7 ―

Ⅱ 資本準備金  １１，８５１ 7.0 １１，８５１ 7.9 ―

Ⅲ 利益準備金  ２，６６０ 1.6 ２，７０９ 1.8 ４９

Ⅳ その他の剰余金   

 １．任意積立金  ２６，０１５ １８，９２８ △ ７，０８７

 ２．当期未処分利益  ― １，５８２ １，５８２

 ３．当期未処理損失  ５，３８３ ― ５，３８３

その他の剰余金合計  ２０，６３２ 12.2 ２０，５１０ 13.7 △ １２２

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ― △ ８０６ △0.5 △ ８０６

Ⅵ 自己株式  ― △ １ △0.0 △ １

    資本合計  ４８，２９３ 28.5 ４７，４１３ 31.6 △ ８８０

   

負債・資本合計  １６９，７１１ 100.0 １５０，２２９ 100.0 △ １９，４８２
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（２）損益計算書 
 

（単位：百万円） 
第８５期 第８６期 

（平成１２年４月１日 （平成１３年４月１日 
～平成１３年３月３１日） ～平成１４年３月３１日） 

増 減 
（△印減） 

期 別 
 
 
科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 
  ％  ％

Ⅰ 売上高   

 １．製品売上高  １１５，０６９ １２９，６４３  

 ２．商品売上高  ４５，３３０ ４３，６１２  

 ３．エンジニアリング売上高 ２２，３６４ １８２，７６３ 100.0 ― １７３，２５５ 100.0 △ ９，５０８

   

Ⅱ 売上原価   

 １．製品・商品売上原価   

   製品・商品期首棚卸高  ２３，７４７ ２３，３４０  

   当期製品仕入高  ５２，１２９ ６６，６８１  

   当期商品仕入高  ４２，４８４ ４０，４８３  

   当期製品製造原価  ３５，５８７ ３２，８４３  

    合  計  １５３，９４７ １６３，３４７  

   他勘定振替出高  １，８０５ ３７２  

   製品・商品期末棚卸高  ２３，３４０ ２４，３０４  

   製品・商品売上原価  １２８，８０２ １３８，６７１  

 ２．エンジニアリング売上原価 １７，９１５ １４６，７１７ 80.3 ― １３８，６７１ 80.0 △ ８，０４６

   

売上総利益  ３６，０４６ 19.7 ３４，５８４ 20.0 △ １，４６２

   

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ３２，８０８ 17.9 ３２，２５２ 18.6 △ ５５６

   

    営業利益  ３，２３８ 1.8 ２，３３２ 1.4 △ ９０６

   

Ⅳ 営業外収益   

 １．受取利息  ６９２ ５９６  

 ２．受取配当金  ４１７ １０２  

 ３．賃貸料  ３９４ ４００  

 ４．有価証券利息  ２６ ２１  

 ５．有価証券売却益  ３４８ １３  

 ６．為替差益  ２３ １１  

 ７．生命保険配当金  ― ２４０  

 ８．雑収入  １，０６７ ２，９６７ 1.6 ５９７ １，９８０ 1.1 △ ９８７

   

Ⅴ 営業外費用   

 １．支払利息  １，０５２ ８８０  

 ２．社債利息  ２６ ２６  

 ３．売上割引  ３５３ ３６２  

 ４．雑支出  ４３７ １，８６８ 1.0 １４０ １，４０８ 0.8 △ ４６０

   

    経常利益  ４，３３７ 2.4 ２，９０４ 1.7 △ １，４３３
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（単位：百万円） 

第８５期 第８６期 
（平成１２年４月１日 （平成１３年４月１日 

～平成１３年３月３１日） ～平成１４年３月３１日） 

増 減 
（△印減） 

期 別 
 
 
科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 
  ％  ％

Ⅵ 特別利益   

 １．ゴルフ会員権売却益  ７ ２  

 ２．退職給付信託設定益  ６，４５１ ―  

 ３．営業権譲渡益  ３００ ―  

 ４．投資有価証券売却益  ６４６ ３６  

 ５．固定資産売却益  ― ９６９  

 ６．金利スワップ評価戻入益 ― ７，４０４ 4.1 ５，０９３ ６，１００ 3.5 △ １，３０４

   

Ⅶ 特別損失   

 １．固定資産除却損  ２０１ ６７  

 ２．投資有価証券評価損  １２９ １，２１０  

 ３．貸倒引当金特別繰入額  ３，４５４ ４４  

 ４．役員退職金  ７１ １０４  

 ５．退職給付会計基準変更   

   時差異償却額  
１２，０７８ ―

 

６．金利スワップ評価損失  ５，０９９ ―  

７．債務保証損失引当金繰入額 ２，５００ ―  

８．ゴルフ会員権評価損  ２１６ ２０  

９．関係会社株式評価損  ７０ ―  

１０．関係会社株式整理損  ３２ ―  

１１．金利スワップ解約損失  ４５２ ５，６７２  

１２．住設他事業撤退損  ２２８ ―  

１３．貸倒損失  ２９０ ２４，８２０ 13.6 １２ ７，１２９ 4.1 △ １７，６９１

   

 税引前当期純利益  ― - １，８７５ 1.1 １，８７５

 税引前当期純損失  １３，０７９ △7.2 ― - △ １３，０７９

   

 法人税、住民税及び事業税  ３１４ ７８  

法人税等調整額  △５，５３６ △５，２２２ △2.8 ８８９ ９６７ 0.6 ６，１８９

   

当期純利益  ― - ９０８ 0.5 ９０８

当期純損失  ７，８５７ △4.3 ― - △ ７，８５７

   

前期繰越利益  ３，６１６ １，１６４ △ ２，４５２

利益による自己株式消却額  ６００ ― △ ６００

中間配当額  ４９３ ４９０ △ ３

中間配当に伴う利益準備金  
積立額  

４９ ― △ ４９

   

当期未処分利益  ― １，５８２ １，５８２

当期未処理損失  ５，３８３ ― △ ５，３８３
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（３）利益処分案 
 

（単位：百万円） 
第８５期 第８６期 期 別 

科 目 金  額 金  額 
   

Ⅰ 当期未処分利益  ―  １，５８２

Ⅱ 当期未処理損失  ５，３８３  ―

Ⅲ 任意積立金取崩額   

   特別償却積立金取崩額  ３３ ５ 

   海外投資等損失積立金取崩額 ５４ ５４ 

   別途積立金取崩額  ７，０００ ７，０８７ ― ５９

合  計  １，７０４  １，６４１

Ⅳ 利益処分額   

 １．利益準備金  ４９ ― 

 ２．配当金  ４９１ ５４０ ４９１ ４９１

Ⅴ 次期繰越利益  １，１６４  １，１５０
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（４）重要な会計方針 
 

第８５期 第８６期 期別 
項目 （平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） （平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 
１．有価証券の評価基準及び評価 （１）売買目的有価証券 （１）売買目的有価証券 
 方法 
 

   ･･･時価法（売却原価は移動平均法により算
定している。） 

   同 左 

 （２）満期保有目的の債券 （２）満期保有目的の債券 
    ･･･償却原価法（定額法）    同 左 
 （３）その他有価証券 （３）その他有価証券 
    時価のあるもの    時価のあるもの 
     ･･･主として移動平均法による原価法 
  
  
  

    ･･･期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により
算定している） 

    時価のないもの    時価のないもの 
     ･･･主として移動平均法による原価法     同 左 
   
２．デリバティブ等の評価基準及  デリバティブ  同 左 
 び評価方法   ･･･時価法  
   
３．棚卸資産の評価基準及び評価  移動平均法による原価基準によっている。  同 左 
 方法   
   
４．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産 （１）有形固定資産 
 
 
 
 

 定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得
した建物（附属設備を除く）については定額法）を
採用している。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

 同 左 

  建物及び構築物 ３～６０年   
  機械装置及び車両運搬具 ４～１５年   
   
 （２）無形固定資産 （２）無形固定資産 
 
 
 
 

 定額法を採用している。 
 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採
用している。 

 同 左 

   
 （３）長期前払費用 （３）長期前払費用 
  定額法を採用している。  同 左 
   
 （４）少額減価償却資産 （４）少額減価償却資産 
  同 左 
  
 

 取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産に
ついては、法人税法の規定に基づき、３年間で均等
償却を行っている。  

   
５．外貨建の資産及び負債の本邦 
 通貨への換算基準 
 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
いる。 

 同 左 
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第８５期 第８６期 期別 

項目 （平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） （平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 
６．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金 
 
 
 
 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上している。 

 同 左 

   
 （２）賞与引当金 （２）賞与引当金 
  同 左 
  
  
  
 

 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準
（平成１０年度税制改正前の法人税法上の支給対
象期間基準による繰入限度額を基礎に、将来の支給
見込を加味して算定する方法）により計上してい
る。  

   
 （３）退職給付引当金 （３）退職給付引当金 
 
 
 
 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き当事業年度末において発生していると認められ
る額を計上している。 

 
 
 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法に
より費用処理している。 

 
 
 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き当事業年度末において発生していると認められ
る額を計上している。 
 なお、会計基準変更時差異（１２，０７８百万円）
については、当事業年度において、投資有価証券（時
価１０，８０７百万円）を退職給付信託に拠出する
ことにより同額を一時に費用処理するほか、残額
（１，２７１百万円）についても一括費用処理して
いる。 

  

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１
０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理することとしている。 

   
 （４）債務保証損失引当金 ― 
 
 
 

 連結子会社への債務保証等に係る損失に備える
ため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見
込額を計上している。 

 

   
７．リース取引の処理方法  同 左 
  
  
 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっている。  

   
８．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 
 
 
 
 
 

 繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約
及び通貨オプションについては振当処理の要件を
満たしている場合は振当処理を、金利スワップにつ
いては特例処理の要件を満たしている場合は特例
処理を採用している。 

 同 左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
 
 
 

 為替予約及び通貨オプションを手段とし、外貨建
債権債務及び外貨建予定取引を対象としている。金
利スワップを手段とし、借入金を対象としている。 

 同 左 

 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 
 
 

 当社の内部規定である「リスク管理方針」に基づ
き、為替変動リスクをヘッジしている。 

 同 左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 
 
 
 
 
 
 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は
相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の
累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動
額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価している。
ただし、特例処理によっている金利スワップについ
ては、有効性の評価を省略している。 

 同 左 
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第８５期 第８６期 期別 

項目 （平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） （平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 
９．その他財務諸表作成のための （１）厚生年金基金制度 （１）厚生年金基金制度 
 重要な事項 
 
 

 ①昭和４３年４月より従業員退職金（１５年以上
勤務者）の５０％について厚生年金基金制度を採
用している。 

 ① 同 左 

 
 
 
 
 

 ②平成１２年３月３１日現在の年金資産の合計
額は２１，５１０百万円（うち、厚生年金保険法
第８５条の２に規定する責任準備金は９，７８１
百万円）である。なお、年金資産の合計額及び責
任準備金は年金決算確定額である。 

 ②平成１３年３月３１日現在の年金資産の合計
額は２０，２０２百万円（うち、厚生年金保険法
第８５条の２に規定する責任準備金は１０，３１
４百万円）である。なお、年金資産の合計額及び
責任準備金は年金決算確定額である。 

  ③過去勤務費用の償却期間は７年である。  ③ 同 左 
   
 （２）適格年金制度 （２）適格年金制度 
  ① 同 左 
  
 

 ①平成１２年３月より従業員退職金（１５年以上
勤務者）の一部について適格年金制度を採用して
いる。  

  ②過去勤務費用は年５０％定率で償却している。  ② 同 左 
   
 （３）消費税等の会計処理 （３）消費税等の会計処理 
  同 左 
 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっている。  

   
   

 
 
 
表示方法の変更 

第８５期 第８６期 
（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） （平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

 （損益計算書関係） 
― 

 
 
 
 

 エンジニアリング売上高は売上高の総額の 100 分の 10 以下となっ
たため、「製品売上高」に含めて表示している。これに伴い、エンジ
ニアリング売上原価も「製品・商品売上原価」に含めて表示している。
なお、当期におけるエンジニアリング売上高は１６，２５４百万円、
エンジニアリング売上原価は１２，４０５百万円である。 

  
― 

 
 
 

 営業外収益の「雑収入」に含めていた「生命保険配当金」は、営業
外収益の総額の 100 分の 10 を超えたため、当期より区分掲記するこ
ととした。なお、前期の営業外収益の「雑収入」に含まれる「生命保
険配当金」は１３０百万円である。 
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追加情報 

第８５期 第８６期 
（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） （平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

（退職給付会計）  
― 

 
 
 
 
 

 当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会 平成１０年６月１６日））を適用
している。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付
に係る費用が１２，３８０百万円増加し、経常利益は３０２百万円減
少し、税引前当期純損失は１２，３８０百万円増加している。 
 また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未
払金は、退職給付引当金に含めて表示している。  
  
（金融商品会計） （金融商品会計） 

 当期からその他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法につ
いて、金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１月２２日））を適用し
ている。 
 この結果、従来の方法によった場合と比較してその他有価証券評価
差額金が△８０６百万円計上されたほか、投資有価証券が１，３８９
百万円減少し、繰延税金資産が５８３百万円増加している。 

 
 
 
 

 当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１月２２日））を適用
し、金利スワップ、有価証券及びゴルフ会員権の会計処理方法、及び
貸倒引当金の計上基準について変更している。この結果、従来の方法
によった場合と比較して、経常利益は０百万円減少し、税引前当期純
損失は１１，２５１百万円増加している。 
 また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、売買目的
有価証券、満期保有目的の債券及びその他有価証券に含まれている債
券のうち１年内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、
それら以外は投資有価証券として表示している。その結果、期首時点
における流動資産の有価証券は５百万円減少し、投資有価証券は５百
万円増加している。 

 
 
 
 

 当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時
価評価を行っていない。 
 なお、平成１２年大蔵省令第８号附則第４項によるその他有価証券
に係る貸借対照表計上額は次のとおりである。  
 貸借対照表計上額  ８，６８７ 百万円  
 時価  ８，１５９   
 評価差額金相当額 △ ３０５   
 繰延税金資産相当額  ２２３   
  
（外貨建取引等会計基準）  

― 
 

 当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処
理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１０月２
２日））を適用している。この変更による損益への影響は軽微である。  
  
 （自己株式） 

― 
 
 

 前期において資産の部に計上していた「自己株式」（流動資産０百
万円）は、財務諸表等規則の改正により当期末においては資本の部の
末尾に表示している。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

第８５期 第８６期 
（平成１３年３月３１日） （平成１４年３月３１日） 

    
 １．担保資産及び担保付債務   １．担保資産及び担保付債務  
 建物 １，２５７ 百万円  建物 ７９８ 百万円 
 構築物 １１６   土地 ３７  
 機械及び装置 １，４９７   投資有価証券 ２，７８３  
 土地 ３７   計 ３，６１８  
 借地権 ２０      
 有価証券 ２，４００    担保付債務は次のとおりである。 
 投資有価証券 ６，１１９   長期借入金 ２８０ 百万円 
 計 １１，４４６   保証債務 ２，２５０  
     計 ２，５３０  
  上記のうち工場財団設定分は次のとおりである。  
 建物 ３９７ 百万円     
 構築物 １１６      
 機械及び装置 １，４９７      
 借地権 ２０      
    計 ２，０３０      
        
  担保付債務は次のとおりである。  
 長期借入金 ３２４ 百万円     
 転換社債（工場財団分） １，２５４      
 保証債務 ２，５００      
    計 ４，０７８      
        
 ２．関係会社に対する債権・債務  ２．関係会社に対する債権・債務 
 売掛金 ５，９９０ 百万円  売掛金 ４，５６７ 百万円 
 受取手形 ２，０１５   受取手形 １，２３９  
 買掛金 ４，６６５   短期貸付金 ４，０４５  
 支払手形 １，７６８   長期貸付金 ２４，１４２  
     買掛金 ４，１５５  
     支払手形 １，８４５  
        
 ３．株式の状況  ３．株式の状況 
 授権株数・・・３９８，２１８千株  授権株数・・・３９８，２１８千株 
  
 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われた場合には、
これらに相当する株式数を減ずることになっている。  

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われた場合には、
これらに相当する株式数を減ずることになっている。 

 発行済株式総数 １３０，８７５千株  発行済株式総数 １３０，８７５千株 
    
 ４．保証債務（借入金に係る保証）  ４．保証債務（借入金に係る保証） 
 DAIKEN SARAWAK SDN.BHD. ３，１４８ 百万円  DAIKEN SARAWAK SDN.BHD. ２，４４０ 百万円 
 （うち外貨建 ７０   （うち外貨建 ８２  
  M$ ２，１５７ 千）   M$ ２，３５７ 千） 
 ダイライト（株）  ２，５００   ダイケンホーム（株）の住宅購入者  
 ダイケンホーム（株）の住宅購入者   （住宅ローンつなぎ融資） ４１４  
 （住宅ローンつなぎ融資） ５８４   当社の土地購入者  １５  
 当社の土地購入者  １６    計 ２，８６９  
  計 ６，２４８   
   上記以外に下記の保証を行っている。 
   （債権流動化に対する買戻し義務） 
  （株）越路他６社 ６５８ 百万円 
  

―  ５．受取手形裏書譲渡高は、１，７２２百万円である。 
  
 ６．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決
済処理している。 

 ６．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決
済処理している。 

   なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であったため、次の
満期手形が期末残高に含まれている。 

   なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であったため、次の
満期手形が期末残高に含まれている。 

 受取手形 ４，７９４ 百万円  受取手形 １，３５３ 百万円 
 支払手形 ２，２６３   支払手形 ２，０６３  
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第８５期 第８６期 

（平成１３年３月３１日） （平成１４年３月３１日） 
  
 ７．一部の取引先との決済方法を、債務については据置現金支払い 
  （手形決済によった場合の満期日に現金で支払う方法）にしてお 
  り、併せて農中信託銀行及び住友信託銀行へこの債務を一括譲渡
している。 

 ７．一部の取引先との決済方法を、債務については据置現金支払い 
  （手形決済によった場合の満期日に現金で支払う方法）にしてお 
  り、併せて農中信託銀行及び住友信託銀行へこの債務を一括譲渡
している。 

   譲渡額は「未払金」に含まれている。    譲渡額は「未払金」に含まれている。 
  未払金     未払金   
 農中信託銀行 １，５９９ 百万円  農中信託銀行 １，２６４ 百万円 
 住友信託銀行 １３，０１５   住友信託銀行 １３，７５８  
  
８．流動資産の「その他」には資産流動化を目的とした営業債権売
却に伴う支払留保額４９７百万円が含まれている。 

８．流動資産の「その他」には資産流動化を目的とした営業債権売
却に伴う支払留保額１，９３９百万円が含まれている。 

  
― 

 
９．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１３行と
当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結している。 

 
 

   当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに
係る借入未実行残高等は次のとおりである。 

  
  当座貸越極度額及び貸出コミット 
  メントの総額 

２０,２００ 百万円 

  借入実行残高 ―  
  差引額 ２０,２００  
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（損益計算書関係） 

第８５期 第８６期 
（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） （平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

      
 １．研究開発費の総額    １．研究開発費の総額   
  一般管理費及び当期製造経費に含まれる研究開発費   一般管理費及び当期製造経費に含まれる研究開発費 
 １，６６８ 百万円  １，５７９ 百万円 
      
 ２．他勘定振替高の内容    ２．他勘定振替高の内容   
  販売費及び一般管理費 １，８０５ 百万円   販売費及び一般管理費 ３７２ 百万円 
      

―  ３．固定資産売却益の内容   
    建物 ７ 百万円 
    土地 ９６２  
     計 ９６９  
   
   
   

  （原因）特殊合板生産設備工場の建物及び土地（約 87,738 ㎡）
を平成１４年３月に連結子会社富山大建工業株式会社に売却
したことによるものである。 

      
 ４．固定資産除却損の内容    ４．固定資産除却損の内容   
 建物 ２０ 百万円  構築物 ２３ 百万円 
 機械及び装置 １２４   機械及び装置 １０  
 工具、器具及び備品 ２２   工具、器具及び備品 １３  
 その他 ３５   その他 ２１  
  計 ２０１    計 ６７  
      
 ５．関係会社に対する事項    ５．関係会社に対する事項   
 売上高 ２４，８３６ 百万円  受取利息 ５４２ 百万円 
 製品仕入高 ２３，９９２      
 受取利息 ４８７      
        
 ６．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額  ６．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
 運賃及び保管料 １０，５０４ 百万円  運賃及び保管料 １０，９８８ 百万円 
 広告宣伝費 １，８８１   広告宣伝費 １，６８１  
 給料手当 ６，５５０   給料手当 ６，８２４  
 賞与 １，０６１   賞与 ８２０  
 賞与引当金繰入額 １，０３８   賞与引当金繰入額 ５３０  
 退職給付費用 ５６９   退職給付費用 １７９  
 福利厚生費 １，４８０   福利厚生費 １，５２２  
 減価償却費 ３５９   減価償却費 １４４  
 賃借料 ２，８０９   賃借料 ２，７９２  
  
  販売費に属する費用のおおよその割合 ４１ ％   販売費に属する費用のおおよその割合 ４３ ％ 
  一般管理費に属する費用のおおよその割合 ５９ ％   一般管理費に属する費用のおおよその割合 ５７ ％ 
      
 ７．ゴルフ会員権評価損には貸倒引当金繰入額８３百万円を含んで
いる。 

 ７．ゴルフ会員権評価損には貸倒引当金繰入額３百万円を含んでい
る。 

  
  

 



 -13-

 
（リース取引関係） 

第８５期 第８６期 
（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） （平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

  
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

  
 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

 （単位：百万円）   （単位：百万円）  
  取 得 価 額 減価償却累 期 末 残 高    取 得 価 額 減価償却累 期 末 残 高  
  相 当 額 計額相当額 相 当 額    相 当 額 計額相当額 相 当 額  
 機 械 及 び   機 械 及 び  
 装 置 

２４０ １６１ ７９
  装 置 

１，１７８ １２９ １，０４９
 

 工 具 器 具   工 具 器 具  
 備 品 

１，３４１ ６４８ ６９３
  備 品 

１，１７５ ４６６ ７０９
 

    
 

そ の 他 ３２２ １４５ １７７
  

そ の 他 ３０８ １４８ １６０
 

    
 

合 計 １，９０３ ９５４ ９４９
  

合 計 ２，６６１ ７４３ １，９１８
 

 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産
の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ
り算定している。 

 （注）取得価額相当額は、従来、重要性の基準により支払利子込み
法で表示していたが、重要性が増したため、当期より原則的
方法による表示に変更している。 

     なお、支払利子込み法によった場合は下記のとおりである。 
 ②未経過リース料期末残高相当額  （単位：百万円）  
 一年以内 ３５５ 百万円   取 得 価 額 減価償却累 期 末 残 高  
 一年超 ５９４    相 当 額 計額相当額 相 当 額  
  合計 ９４９   機 械 及 び  

 装 置 
１，３８２ １５１ １，２３１

 
 工 具 器 具  
 備 品 

１，２５７ ５０１ ７５６
 

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定している。 

  
  

そ の 他 ３２８ １５９ １６９
 

 ③支払リース料及び減価償却費相当額   
    支払リース料 ４５７ 百万円  

合 計 ２，９６７ ８１１ ２，１５６
 

    減価償却費相当額 ４５７     
  ②未経過リース料期末残高相当額 
 ④減価償却費相当額の算定方法  一年以内 ４５７ 百万円 

 一年超 １，４７５    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって
いる。   合計 １，９３２  

 
 オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、従来、重要性の基準によ
り支払利子込み法で表示していたが、重要性が増したため、
当期より原則的方法による表示に変更している。 

 一年以内 １７ 百万円     なお、支払利子込み法によった場合は下記のとおりである。 
 一年超 ２６   一年以内 ５１９ 百万円 
  合計 ４３   一年超 １，６３７  
   合計 ２，１５６  
  
  ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
     支払リース料 ４０７ 百万円 
     減価償却費相当額 ３７６  
     支払利息相当額 ３２  
  
  ④減価償却費相当額の算定方法 
   同 左 
  
  ⑤利息相当額の算定方法 
 
 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相
当額とし、各期への配分方法については利息法によっている。 

  
  オペレーティング・リース取引 
   未経過リース料 
  一年以内 ５ 百万円 
  一年超 ７  
   合計 １２  
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（有価証券関係） 
 
 前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 
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（税効果会計関係） 
             
 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳             

 
   第８５期   第８６期   
  （平成１３年３月３１日） （平成１４年３月３１日）  
    繰延税金資産             
     貸倒引当金損金算入限度超過額    １，４２３ 百万円  ２，４５８ 百万円 

     賞与引当金損金算入限度超過額    ３７１    ２４８   
     未払事業税    ９    ９   
     退職給付引当金損金算入限度超過額    ５，６６４    ５，３４５   
     繰越欠損金    １，３４１    ９２８   
     債務保証損失引当金繰入額    １，０５０    ―   
     ゴルフ会員権評価損    ９１    ９８   
     投資有価証券評価損    ４４    ４４   
     その他有価証券評価差額金    ―    ５８３   
     その他    ７０    １   
    繰延税金資産小計   １０，０６３   ９，７１４   
    繰延税金資産合計   １０，０６３   ９，７１４   
             
             
    繰延税金負債             
     特別償却積立金   △ １２   △ ８   
     海外投資等損失積立金   △ １５７   △ １１８   
     退職給付信託設定益   △ ２，７０９   △ ２，７０９   
    繰延税金負債合計   △ ２，８７８   △ ２，８３５   
    繰延税金資産の純額    ７，１８５    ６，８７９   
             
             
             
 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別内訳 
 
   第８５期   第８６期   
  （平成１３年３月３１日） （平成１４年３月３１日）  
    法定実効税率    ４２．０ ％  ４２．０ ％ 
             
     （調整）             
     交際費等永久に損金に算入されない項目   △ １．１    ６．７   
     受取配当金等永久に益金に算入されない項目    ０．７   △ １．８   
     住民税均等割等   △ ０．６    ４．２   
     過年度法人税、住民税及び事業税   △ １．２    ―   
     その他    ０．１    ０．５   
    税効果会計適用後の法人税等の負担率    ３９．９    ５１．６   
             
             
 
 


